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ご 挨 拶 

 

－私たちは、人にやさしい車社会の実現を目指しています－ 

 

 中国トラック交通共済協同組合は、組合員（トラック運送事業者）の皆様と

一緒に自動車事故の防止に全力を注ぎ、不幸にして事故が起きた場合には、迅

速かつ公正に被害者を救済することで、組合員皆様の経営の安定を図ることを

目的とする組織であり、昭和 54 年、運輸大臣の認可を得て設立されました。 

 平成 13 年 3 月 28 日には、国土交通大臣の認可を受けて、自動車損害賠償責

任共済事業に参入し、各損害保険会社と同様に、強制保険と任意保険を一貫し

て営む事で、被害者の迅速な救済とトラック運送事業者の利便性の向上を図っ

ております。 

 また、中小企業等協同組合法、保険法等に基づき、契約者・組合員・被害者

の保護に必要な措置を講ずるとともに、共済事業の健全運営に努めております。 

 現在、トラック運送業界は、様々な課題に直面し、大変厳しい経営環境にあ

ります。また、保険の自由化以降、損害保険会社との競争が激しさを増してい

ます。 

 中国トラック交通共済協同組合は、このような情勢の中にありながら、自動

車事故の防止と交通事故の被害者救済に全力を傾け、人にやさしい車社会の実

現を目指し、これからも努力を重ねて参ります。 

  

 

中国トラック交通共済協同組合 

 

理事長  小丸 成洋 
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組織図（令和7年3月31日現在）

１ 組織の概要
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 理 事 長  小 丸 成 洋 理  事  吉 田    榮 

 副理事長  脇 地 生 忠 同  福 光 寿 昭 

 同  迫   慎 二 同  棚 田  康 夫 

 同  川 上 和 人 同  山 﨑 隆 志 

 同  炭 谷     明 同  藤 井 顕 一 

 同  河 崎 静 生 同  狩 野 俊 明 

 専務理事  平 賀 哲 二 同  岸    大 

 常務理事  木 内  勝 二 同  花 田    靖 

 理  事  三 崎   龍 同  水 津 旬 司 

 同  立 川 弘 幸 同  山 根 健 治 

 同  重 田 一 彦 同  高 瀬 稔 彦 

 同  山 下 俊一郎 同  小 林 義 知 

 同  奈 良 至 晏 同  濱 﨑 健 治 

 同  松 田 悦 二 同  林   敏 一 

 同  亀 田 茂 登 同  岩 城  勝 利 

 同  藤 井  直 久 同  毛利光 伸 二 

 同  沖 藤 克 治    

 同  横 山   立 監  事  先 本 賢 司 

 同  小 畑 泰 偉 同  橘 髙 常 泰 

 同  細 川 喜一郎 同  米 山 純 司 

 同  實 光 広 宣 同  高 原 兼 司 

 同  新 保 友 樹 同  小 川   茂 

 同  沖 桝 光 也    

 同  森 井 茂 人    

理  事   40 人 

                    監  事   5 人 

 

 

役 員（令和 7 年 3 月 31 日現在） 
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◆対人賠償共済 

自動車事故によって他人を死傷させて損害賠償責任を負った場合、自賠責共済（保

険）で支払われる金額を超える額について共済金を支払います。共済金は、被害者1名

について2,000万円から無制限の7種類です。 

◆搭乗者傷害共済 

自動車事故等によって共済契約自動車の正規の乗車装置のある場所に搭乗中の者が、

死傷したときに共済金を支払います。共済金は、1名について300万円・500万円・1,000

万円の3種類です。 

◆対物賠償共済 

自動車事故によって、自動車等他人の財物に損害を与え損害賠償責任を負った場合、

共済金を支払います。共済金は、1事故について100万円から無制限の11種類です。 

免責金額は、免責金額なし・3万円・5万円・10万円・20万円・30万円の6種類です。 

◆車両共済 

契約自動車が、衝突・接触・墜落・物の飛来・火災・台風などの偶然な事故によっ

て損害を被った場合などに共済金を支払います。共済金は、50万円から2,000万円の 

40種類です。  

免責金額は、5万円・7万円・10万円の3種類です。 

 

 

 

  

「自動車損害賠償保障法」に基づいて、原則として全ての自動車に契約が義務付けら

れている共済の事業です。この共済は、自動車の運行によって他人を死傷させたために、

車の保有者または運転者に損害賠償責任が発生した場合、共済金を支払います。共済金

支払いの最高額は、被害者1名について死亡（3,000万円）、後遺障害3,000万円（1級）

～75万円（14級）、傷害120万円です。 

 ただし、平成14年4月1日以降に発生した事故で、神経系統・精神・胸腹部臓器に著し

い障害を残し、常時または随時介護を要する後遺障害の支払最高額は4,000万円（1級）、

3,000万円(2級)となります。 

 

事 業 概 要 

自動車損害賠償責任共済事業 

自 動 車 共 済 事 業 
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■主要な業務の状況を示す指標
（単位：円）

項目

年度
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

経常収益 4,751,335,630 4,302,973,915 4,120,322,452 4,279,305,271 3,807,095,434

経常利益 594,024,714 559,446,412 219,232,834 398,416,582 253,316,143

当期純利益 455,083,917 477,966,491 190,669,942 369,839,474 217,131,776

出資金 25,185,000 25,025,000 24,965,000 24,635,000 24,345,000

出資口数（口） 5,037 5,005 4,993 4,927 4,869

純資産額（純資産の部合計） 2,162,283,338 2,495,106,949 2,393,973,781 2,638,152,705 2,560,994,851

総資産額（資産の部合計） 5,037,141,467 5,065,985,963 5,014,606,697 4,942,183,763 5,022,015,651

責任準備金残高 867,127,042 875,557,148 818,447,682 833,013,962 843,101,235

貸付金残高 0 0 0 0 0

有価証券残高 2,390,452,571 2,884,959,083 2,886,495,071 2,888,031,059 2,689,567,047

剰余金の配当の金額 出資配当金 0 0 0 0 0

　（会員配当額） 事業分量配当金 144,982,880 291,743,110 125,330,550 293,999,630 150,948,430

職員数（人） 44 42 42 43 37

1,739,111,430 1,654,321,200 1,631,109,670 1,651,756,520 1,631,161,950

員外利用割合　　（％） 0.5% 1.0% 1.2% 1.0% 0.9%

正味収入共済掛金

事 業 概 況（令和６年度の業績について）

令和6年度は、パリオリンピック・米大リーグにおける日本人選手の活躍など明るいニュースがあり

ました。 また、社会経済面では、企業収益が過去最高を更新し、設備投資も33年ぶりに 100兆円を超

えるなど、景気回復基調への足取りを感じる１年となりました。
しかし一方で、経済活動を支えるトラック運送業界は、燃料価格の高騰や適正運賃の収受が進展しな
い中、時間外労働の上限規制の適用がスタートし、「物流の効率化」、「商慣習の見直し」などを柱と
した大きな変革が求められる大変厳しい経営環境にありました。
このような状況にあって、当組合は、相互扶助の基本理念の下、自動車共済事業や交通事故防止対策
などを通して、組合員皆様の経営の安定に努めてまいりました。
今年度の事業につきましては、組合員皆様のご理解とご協力により、円滑に共済事業を展開すること
ができました。その結果、業績においては、損保への移行や事業廃止等による契約不継続はあるものの
新規契約の獲得、既存契約事業者の増車により、契約車両数は5年ぶりに前年度比増となりましたが、
共済掛金は割引率の進行や損保への移行により、前年度比減となりました。
また、交通事故の発生状況は、総事故件数が前年度比増となり、死亡事故は昨年と同数の4件となりま
した。
このような状況において、当期の経常利益につきましては、約2億5,332万円となりました。
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『 コンプライアンスの徹底 』 

当組合では、組合員・契約者の皆さまとの信頼関係を深めるため、コンプライアンスを重視した

業務運営をしております。 

 

『 コンプライアンス実施事項 』 

重要事項については、法令、定款等に従い必ず理事会・総代会の議決事項として取扱っています。 

■決算関係書類、事業報告書については、監事会にて監査を行っています。 

■業務の執行に当り、各担当部門は、法令、内部規程等に従って業務を運営しております。 

■勧誘方針の策定・公表 

  ◇当組合では、組合員・契約者の皆さまからご信頼をいただけるよう、トラック交通共済の勧

誘にあたっての方針を定め、公表しています。【別紙１】参照。 

■個人情報保護 

  ◇当組合では、共済契約に関する組合員・契約者の皆さまの個人情報をお預かりしています。 

   これらの情報については、「個人情報保護方針」を定め、この方針に基づき厳格な管理を実

施しています。【別紙２】参照。 

■個人データの共同利用について 

◇当組合及び全国トラック交通共済協同組合連合会（以下、「交協連」といいます。）では、交

通共済、自賠責共済、政府保障事業委託業務を適正かつ公正に行うにあたって、損害保険料率

算出機構又は日本損害保険協会を管理責任者として個人データの共同利用を行っています。

【別紙３】参照。 

 

『 リスク管理への取り組み 』 

共済事業においては、共済事故の多発等によるリスク、資産運用の価値変動によるリスク、内部

管理体制の不備等によるリスク、コンピュータシステムのダウン等によるリスク等と様々なリスク

を把握し、管理していくことが必要とされています。 

当組合では、このようなリスクを十分認識し、経営の健全性を維持するため、リスク管理態勢の

充実・強化に努めています。 

 

 

 

 

当組合では、員外利用について、法令に従って厳正に管理しています。又、代理店に対しては、

法令に従った組合員資格の確認及び員外契約比率の点検を定期的に行うように指導しています。  

法令遵守・リスク管理の体制 

２ 組織の業務の運営について 

共済事業の員外利用の管理の体制 
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【 別紙１】 

 

 

 

 

 

中国トラック交通共済協同組合では共済商品のお勧めにあたり、「金融商品の販売等に

関する法律」に基づき、次の「勧誘方針」を定めておりますのでご案内致します。  

１．共済契約のお勧めにあたっては、中小企業等協同組合法、金融商品の販売等に関する

法律その他各種法令等を遵守し、適正に推進してまいります。 

２．組合員の皆様に共済内容を正しくご理解いただくために、説明内容や説明方法を工夫

し、組合員の皆様の意向と実情にそった適切な内容の共済が選択できるよう努めてまい

ります。 

３．共済契約のお勧めにあたっては、組合員の皆様のご意向に沿って、無理のない時間帯

や場所等の配慮に努めてまいります。また、組合員の皆様と直接対面しない共済推進（郵

送等）を行う際にも、説明方法等を工夫し、組合員の皆様にご理解いただけるよう努め

てまいります。 

４．共済契約対象の事故が発生した場合には、迅速かつ適正な事故処理、共済金の支払に

努めてまいります。 

５．プライバシー保護の重要性を認識し、ご契約に関する情報等については、適正かつ厳

正に管理してまいります。 

６．組合員の皆様のご要望・ご意見の収集に努めるとともに、それを今後の共済開発やお

勧めに反映していくよう努めてまいります。  

 

お問い合わせ窓口 

中国トラック交通共済協同組合 

                        電話 ０８２－２９９－２０５５ 

トラック交通共済の勧誘方針 
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【 別紙２ 】 

 

 

 

 

 

中国トラック交通共済協同組合（以下、「トラック共済」といいます。）では、組合員・ 

契約者等の皆様からのご信頼をいただけるよう個人情報の取扱について、個人情報の保護 

に関する法律（平成１５年法律第５７号）等に基づき、次のとおり個人情報の適切な保護、 

管理、利用に努めております。 

 

１ 個人情報の収集と利用 

 トラック共済では、交通共済・自賠責共済の事業に関する必要最小限の情報を収集 

させてただいています。 

 収集させていただいた情報は、共済契約の締結、共済金等の支払い、各種サービス 

の提供、共済商品の開発、紹介など本会の交通共済事業及びこれに付帯する事業のため 

に利用いたします。 

２ 個人情報の第三者への提供 

 トラック共済では、次の場合を除いて、外部に個人情報を提供することはありません。 

  （１）組合員・契約者等の皆様からの同意を得ている場合 

  （２）利用目的の達成のために必要な範囲で、業務委託先等に提供する場合 

  （３）法令により必要と判断される場合 

  （４）組合員・契約者等の皆様及び公共の利益のために必要とされる場合 

３ 個人情報の保護・管理 

 トラック共済では、個人情報の保護・管理のためアクセス管理等に適切な措置を講 

じています。 

   トラック共済では、組合員・契約者等の皆様の個人情報を正確に、新しいものにす 

るよう適切な措置を講じています。 

４ 個人データの安全管理措置 

トラック共済では、取り扱う個人データ（下記５．の個人番号および特定個人情報 

を含みます。）の漏えい、滅失または毀損の防止、その他個人データの安全管理のため、 

安全管理に関する取扱規程などの整備および実施体制の整備など、十分なセキュリティ 

対策を講じるとともに、利用目的の達成に必要とされる正確性・最新性を確保するため 

の適切な措置を講じ、万が一、問題等が発生した場合は、速やかに適当な是正対策を行 

います。 

 

 

 

 

 

 

個人情報保護方針 

-8-



 

 

 

 

トラック共済では、個人データの安全管理措置に関する社内規程を別途定めており、 

その具体的内容は主として以下のとおりです。安全管理措置に関するご質問については、 

下記のお問い合わせ窓口までお寄せください。 

 

（１）基本方針の整備 

個人データの適正な取扱いの確保のため、「関係法令・ガイドライン等の遵守」、 

「安全管理措置に関する事項」、「質問および苦情処理の窓口」等について本基本方針を 

策定し、必要に応じて見直しています。 

（２） 個人データの安全管理に係る取扱規程の整備 

取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者 

およびその任務等についての規程を整備し、必要に応じて見直しています。 

（３） 組織的安全管理措置 

・個人データの管理責任者等の設置 

・就業規則等における安全管理措置の整備 

・個人データの安全管理に係る取扱規程に従った運用 

・個人データの取扱状況を確認できる手段の整備 

・個人データの取扱状況の点検及び監査体制の整備と実施 

・漏えい等事案に対応する体制の整備 

（４） 人的安全管理措置 

・従業者との個人データの非開示契約等の締結 

・従業者の役割・責任等の明確化 

・従業者への安全管理措置の周知徹底、教育及び訓練 

・従業者による個人データ管理手続の遵守状況の確認 

（５） 物理的安全管理措置 

・個人データの取扱区域等の管理 

・機器及び電子媒体等の盗難等の防止 

・電子媒体等を持ち運ぶ場合の漏えい等の防止 

・個人データの削除及び機器、電子媒体等の廃棄 

（６） 技術的安全管理措置 

・個人データの利用者の識別及び認証 

・個人データの管理区分の設定及びアクセス制御 

・個人データへのアクセス権限の管理 

・個人データの漏えい・毀損等防止策 

・個人データへのアクセスの記録及び分析 

・個人データを取り扱う情報システムの稼動状況の記録及び分析 

・個人データを取り扱う情報システムの監視及び監査 
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（７） 委託先の監督 

個人データの取扱いを委託する場合には、個人データを適正に取り扱っている者を 

選定し、委託先における安全管理措置の実施を確保するため、外部委託に係る取扱規程 

を整備し、定期的に見直しています。 

（８） 外的環境の把握 

個人データを取り扱う国における個人情報の保護に関する制度を把握した上で安全 

管理措置を実施しています。 

 

５ 個人番号および特定個人情報の取扱い 

トラック共済では、個人番号および特定個人情報について、法令で限定的に明記さ 

れた目的以外のために取得・利用しません。番号法で限定的に明示された場合を除き、 

個人番号および特定個人情報を第三者に提供しません。 

 

６ 開示・訂正のご依頼 

トラック共済では、組合員・契約者等の皆様からの情報開示・訂正のご依頼があっ 

た場合は、特別の理由がない限り、回答・訂正いたします。 

 

 

お問い合わせ窓口  

 

中国トラック交通共済協同組合 

〒733-0035 広島市西区南観音 7 丁目 10-25 

TEL：082-299-2055 

FAX：082-532-1780 
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【 別紙３ 】 

 

 

 

 

当組合及び全国トラック交通共済協同組合連合会（以下、「交協連」といいます。）では、交

通共済、自賠責共済、政府保障事業委託業務を適正かつ公正に行うにあたって、損害保険料率算

出機構又は日本損害保険協会を管理責任者として個人データの共同利用を行っています。 

 

１．自賠責共済事業 

 自賠法施行令第３条第１，２項、及び第２９条の２第１項に掲げる各事項 

 

２．自動車損害賠償保障事業 

 自賠法第７７条、施行令第２２条第１項に基づき委託を受けた業務を遂行する上で必要となる

各事項（自賠法施行規則第２７条第１項に掲げる各事項および同条第２項に掲げる各資料に記載

される各事項） 

 

◎１、２ の共同利用する個人データの項目、利用者の範囲についての詳細は次のホームページ

をご参照ください。 

損害保険料率算出機構ＨＰ 

https://www.giroj.or.jp/about/privacy/utilize_1.html 

３．任意・自賠一括仮払決済システム 

 当組合（損害保険会社）等が、他の損害保険会社等に契約されている自賠責保険（共済）を含

め、一括して共済金（保険金）をお支払いする場合、当該損害保険会社（協同組合）等の間で確

認し、立替払いした自賠責共済（保険）金の決済を行うためのシステムです。 

 

◎共同利用する個人データの項目、利用者の範囲についての詳細は次のホームページをご参照く

ださい。 

日本損害保険協会ＨＰ 

https://www.sonpo.or.jp/about/guideline/kyodoriyou/0003.html 

 

 

 

 

個人データの共同利用について 
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当組合及び交協連では、原動機付自転車及び軽二輪自動車の自賠責の無共済車発生防止を目的と

して、国土交通省が自賠責共済契約期間が満了していると思われる上記車種のご契約者に対し契約

締結確認のはがきを出状するため、自賠責共済契約に関する個人情報を国土交通省へ提供し、同省

を管理責任者として同省との間で共同利用します。 

 

○共同利用する個人情報の項目は以下のとおりです。 

・ 契約者の氏名、住所 

・ 証明書番号、共済期間 

・ 自動車の種別 

・ 車台番号、標識番号または車両番号 

 国土交通省ＨＰ 

  https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/04relief/info/other/privacy.html 

 （個人情報関係） 

 

お問い合わせ窓口  

                                             中国トラック交通共済協同組合 

                                             電話０８２－２９９－２０５５ 
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  当組合に係わる共済契約者等からの苦情の申し立て及び自動車事故の損害賠償に関する紛争 

 の処理（訴訟に代わる、あっせん・調停・仲裁等）については、下記の機関をご利用いただく 

 ことができます。 

 

 

  ＜紛争解決機関＞ 

 

■一般社団法人 日本共済協会の共済相談所 

 ◇対象事案   ●共済契約に関わる共済契約者等からの苦情受付 

         ●自損共済、搭乗者傷害共済、労災共済、共済契約内容に関わる 

          共済契約者等からの依頼 

 ◇住  所   〒160-0022 東京都新宿区新宿5-5-3 建成新宿ビル6階 

 ◇電話番号   03-5368-5757 （共済相談所直通） 

 ◇受付時間   9：00 ～ 17：00 （土・日曜、祝日、年末年始を除きます。） 

 ◇ＵＲＬ    https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html 

 

■一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理機構 

 ◇対象事案   ●自賠責共済に関わる被害者等からの依頼 

 ◇住  所   〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台3-4 瀧名館本店ビル11階 

 ◇電話番号   0120-159-700 （相談）  03-5296-5033 （本部） 

 ◇受付時間   9：00 ～ 17：00 （土・日曜、祝日、年末年始を除きます。） 

 ◇ＵＲＬ    https://www.jibai-adr.or.jp/ 

 

    ■公益財団法人 日弁連交通事故相談センター 

   ◇対象事案   ●対人賠償、対物賠償、自賠責共済に関わる被害者等からの依頼 

   ◇住  所   〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-1-3 弁護士会館14階 

   ◇電話番号   0120-078325 （相談） 

   ◇受付時間   10：00 ～ 19：00 （土・日曜、祝日、年末年始を除きます。） 

   ◇ＵＲＬ    https://n-tacc.or.jp/ 

 

  ■公益財団法人 交通事故紛争処理センター 

   ◇対象事案   ●対人賠償、対物賠償、自賠責共済に関わる被害者等からの依頼 

   ◇住  所   〒163-0925 東京都新宿区西新宿2-3-1 新宿モノリスビル25階 

   ◇電話番号   03-3346-1756 （本部） 

   ◇受付時間   9：00 ～ 17：00 （土・日曜、祝日、年末年始を除きます。） 

   ◇ＵＲＬ    https://www.jcstad.or.jp/ 

 

紛争解決機関について 
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（単位：円）

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

Ⅰ　現金預金 992,041,049 Ⅰ　共済契約準備金 2,283,430,445

　１．支　払　備　金 1,440,329,210

Ⅱ　有価証券 2,689,567,047 　２．責 任 準 備 金 843,101,235

　１．国　　　債 1,979,237,047

　２．地　方  債 400,000,000 Ⅱ　共済事業負債 65,326,660

　３．その他有価証券 310,330,000 　１．未 払 返 戻 金 3,805,390

　２．未払再共済掛金 16,335,140

Ⅲ　共済事業資産 1,114,555,722 　３．前受共済掛金 35,981,320

　１．受　取　手　形 11,859,000 　４．未払配分付加掛金 2,555

　２．未収共済掛金 469,235,134 　５．労 災 預 り 金 12,350

　３．未収再共済金 3,910,273 　６．共 済 仮 受 金 9,189,905

　４．未収配分付加掛金 1,090,682

　５．前 払 共 済 金 210,443,121 Ⅲ　その他負債 39,198,967

　６．自 賠 立 替 金 25,671,612 　１．未    払    金 3,112,014

　７．支払備金見返 392,345,900 　２．預    り    金 3,198,053

　３．未払法人税等 32,888,900

Ⅳ　その他資産 64,723,493

　１．関係先出資金 58,010,000 Ⅳ　引当金 73,064,728

　２．差 入 保 証 金 610,000 　１．退職給与引当金 73,064,728

  ３．未　収　利　息 4,154,239

  ４．前   払   金 1,949,254 負　債　合　計 2,461,020,800

Ⅰ　出資金 24,345,000

Ⅴ　固定資産 161,128,340 Ⅱ　利益剰余金 2,536,649,851

　１．土　　　地 100,972,500 　１．利 益 準 備 金 48,090,000

　２．建　　　物 58,330,650 　２．その他利益剰余金 2,488,559,851

　３．建物付属設備 33,787 　　 教育情報費用繰越金 20,000,000

　４．構　 築　 物 2 　　 組 合 積 立 金 2,251,200,000

　５．備 品 そ の 他 1,197,644 　　 当期未処分剰余金 217,359,851

　６．電 話 加 入 権 593,757 （うち当期剰余金） （217,131,776）

純　資　産　合　計 2,560,994,851

資　産　合　計 5,022,015,651 負債及び純資産合計 5,022,015,651

貸　借　対　照　表

資　　産　　の　　部

令和7年3月31日

負債及び純資産の部

３ 財務諸表

１-１．貸借対照表（令和６年度）
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（単位：円）

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

Ⅰ　現金預金 708,344,192 Ⅰ　共済契約準備金 2,129,526,719

　１．支　払　備　金 1,296,512,757

Ⅱ　有価証券 2,888,031,059 　２．責 任 準 備 金 833,013,962

　１．国　　　債 1,977,701,059

　２．地　方  債 400,000,000 Ⅱ　共済事業負債 63,218,610

　３．金  融  債 200,000,000 　１．未 払 返 戻 金 3,776,420

　４．その他有価証券 310,330,000 　２．未払再共済掛金 16,496,450

　３．前受共済掛金 36,547,310

Ⅲ　共済事業資産 1,115,888,299 　４．未払配分付加掛金 4,847

　１．受　取　手　形 12,302,000 　５．労 災 預 り 金 18,090

　２．未収共済掛金 458,411,151 　６．共 済 仮 受 金 6,375,493

　３．未収再共済金 43,302,444

　４．未収配分付加掛金 966,270 Ⅲ　その他負債 41,047,504

　５．前 払 共 済 金 233,092,884 　１．未    払    金 12,581,571

　６．自 賠 立 替 金 40,813,650 　２．預    り    金 3,228,333

　７．支払備金見返 326,999,900 　３．仮　 受　 金 24,100

　４．未払法人税等 25,213,500

Ⅳ　その他資産 64,911,950

　１．関係先出資金 58,010,000 Ⅳ　引当金 70,238,225

　２．差 入 保 証 金 636,000 　１．退職給与引当金 70,238,225

  ３．未　収　利　息 4,171,738

  ４．未   収   金 118,320

  ５．前   払   金 1,975,892 負　債　合　計 2,304,031,058

Ⅰ　出資金 24,635,000

Ⅱ　利益剰余金 2,613,517,705

Ⅴ　固定資産 165,008,263 　１．利 益 準 備 金 48,090,000

　１．土　　　地 100,972,500 　２．その他利益剰余金 2,565,427,705

　２．建　　　物 61,114,436 　　 教育情報費用繰越金 10,000,000

　３．建物付属設備 50,736 　　 組 合 積 立 金 2,185,200,000

　４．構　 築　 物 30,858 　　 当期未処分剰余金 370,227,705

　５．備 品 そ の 他 2,245,976 （うち当期剰余金） （369,839,474）

　６．電 話 加 入 権 593,757

純　資　産　合　計 2,638,152,705

資　産　合　計 4,942,183,763 負債及び純資産合計 4,942,183,763

貸　借　対　照　表

資　　産　　の　　部

令和6年3月31日

負債及び純資産の部

１-２．貸借対照表（令和５年度）
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（単位：円）

費　　　　　用 収　　　　　益

１． 正 味 共 済 掛 金 1,631,161,950

２． 受 入 配 分 付 加 掛 金 40,081,560

３． 支 払 備 金 戻 入 1,296,512,757

４． 責 任 準 備 金 戻 入 696,923,289

５． 受 入 再 共 済 金 109,739,324

６． 受 取 代 理 店 手 数 料 137,580

７． 受 取 手 数 料 0

８． 資 金 運 用 益 22,933,307

９． 事 故 防 止 補 助 金 4,214,330

１０． そ の 他 経 常 収 益 5,391,337

１． 支 払 共 済 金 817,787,937

２． 支 払 備 金 繰 入 1,440,329,210

３． 支 払 備 金 見 返 益 △ 392,345,900

４． 支 払 備 金 見 返 戻 入 326,999,900

５． 責 任 準 備 金 繰 入 707,010,562

６． 再 共 済 掛 金 246,800,050

７． 支 払 代 理 店 手 数 料 9,280,515

８． 査 定 諸 費 17,992,764

９． 事 故 防 止 対 策 費 21,678,217

１０． 広 報 活 動 費 645,671

１１． コ ン ピ ュ ー タ ー 費 18,987,265

１２． そ の 他 の 費 用 12,027,966

１３． 一 般 管 理 費 326,585,134

3,553,779,291 3,807,095,434

253,316,143

１． 固 定 資 産 売 却 益 0

１． 固 定 資 産 除 売 却 損 0

253,316,143

36,184,367

217,131,776

税引前当期純利益金額

法人税等充当額

当期純利益金額

経　　常　　利　　益

特
別
損
益

特　別　利　益

特　別　損　失

損　益　計　算　書

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

科　　　　　　　目

経
　
　
　
　
　
常
　
　
　
　
　
損
　
　
　
　
　
益

経　常　収　益

経　常　費　用

計

２-１．損益計算書（令和６年度）
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（単位：円）

費　　　　　用 収　　　　　益

１． 正 味 共 済 掛 金 1,651,756,520

２． 受 入 配 分 付 加 掛 金 40,578,538

３． 支 払 備 金 戻 入 1,636,634,539

４． 責 任 準 備 金 戻 入 705,636,910

５． 受 入 再 共 済 金 211,147,045

６． 受 取 代 理 店 手 数 料 123,360

７． 受 取 手 数 料 0

８． 資 金 運 用 益 23,450,235

９． 事 故 防 止 補 助 金 7,309,974

１０． そ の 他 経 常 収 益 2,668,150

１． 支 払 共 済 金 1,096,741,101

２． 支 払 備 金 繰 入 1,296,512,757

３． 支 払 備 金 見 返 益 △ 326,999,900

４． 支 払 備 金 見 返 戻 入 443,393,000

５． 責 任 準 備 金 繰 入 720,203,190

６． 再 共 済 掛 金 248,603,540

７． 支 払 代 理 店 手 数 料 9,561,583

８． 査 定 諸 費 21,211,255

９． 事 故 防 止 対 策 費 22,093,128

１０． 広 報 活 動 費 619,869

１１． コ ン ピ ュ ー タ ー 費 19,202,541

１２． そ の 他 の 費 用 9,583,900

１３． 一 般 管 理 費 320,162,725

3,880,888,689 4,279,305,271

398,416,582

１． 固 定 資 産 売 却 益 0

１． 固 定 資 産 除 売 却 損 0

398,416,582

28,577,108

369,839,474

税引前当期純利益金額

法人税等充当額

当期純利益金額

経　　常　　利　　益

特
別
損
益

特　別　利　益

特　別　損　失

損　益　計　算　書

令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

科　　　　　　　目

経
　
　
　
　
　
常
　
　
　
　
　
損
　
　
　
　
　
益

経　常　収　益

経　常　費　用

計

２-２．損益計算書（令和５年度）
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Ⅰ　当期未処分剰余金

当期純利益金額 217,131,776

前期繰越剰余金 228,075

217,359,851

Ⅱ　教育情報費用繰越金取崩額 20,000,000

237,359,851

Ⅲ　剰余金処分額

教育情報費用繰越金 20,000,000

組合積立金 60,000,000

創立50周年記念式典積立金 5,000,000

修繕積立金 1,000,000

利用分量配当金 150,948,430

236,948,430

Ⅳ　次期繰越剰余金 411,421

合　　計

剰　余　金　処　分

令和7年3月31日

（単位：円）

計

合　　計

３-１．剰余金処分計算書（令和６年度）
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Ⅰ　当期未処分剰余金

当期純利益金額 369,839,474

前期繰越剰余金 388,231

370,227,705

Ⅱ　教育情報費用繰越金取崩額 10,000,000

380,227,705

Ⅲ　剰余金処分額

教育情報費用繰越金 20,000,000

組合積立金 66,000,000

利用分量配当金 293,999,630

　通常利用分量配当金 114,505,650

　特別利用分量配当金 179,493,980

379,999,630

Ⅳ　次期繰越剰余金 228,075

合　　計

剰　余　金　処　分

令和6年3月31日

（単位：円）

計

合　　計

３-２．剰余金処分計算書（令和５年度）
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